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クリア言語聴覚療法
　　刊行にあたって

　本シリーズは 2000（平成 12）年に建帛社より発行された「言語聴覚療法シリーズ」
（企画委員：笠井新一郎，倉内紀子，山田弘幸）の内容を大幅に見直し，新たに「ク
リア言語聴覚療法」として発行するものである。
　1999（平成 11）年に第1回言語聴覚士国家試験が実施され，4,003 名の言語聴覚
士がわが国に誕生してから 25 年が経過した。2023（令和5）年現在，言語聴覚士
の資格保有者は約4万名にまで増加した。日本人の急速な高齢化による人口構造の
変化に伴い，社会保障制度，医療・介護保険制度，障害者福祉など多くの分野で言
語聴覚士は求められているが，必要とされる対象障害領域の拡大に対応した言語聴
覚士の不足はますます深刻である。多様化・複雑化しながら拡大する対象領域に対
応したよりよい言語聴覚療法を提供するためには，資格保有者の確保と併せて，卒
前教育の充実もまた必須である。
　本シリーズは，言語聴覚士を目指す学生を主な読者対象として，①初学者でもス
ムーズに学習できるよう理解しやすいテキストとすること，②「言語聴覚士国家試
験出題基準」「言語聴覚士養成教育ガイドライン」に準拠して，国家試験に必須の
項目を網羅した上で，臨床現場につながる内容とすることを心掛けて編纂した。
　各巻を構成する主な特徴として，以下の工夫がなされている。
　・章のポイントとして，各章の冒頭に当該章で学習する内容を提示
　・�章のまとめとして，各章の末尾にまとめ学習ができるような課題を提示
　・�側注を多用することで，本文の補足的内容やキーワードを解説
　・�適宜コラムを掲載し，最新の話題や実践的内容を取り上げることで，学生が知

識だけでなくそれを臨床へと結びつける興味をもって学習できるようにした
　また本シリーズは，学生だけでなく既に現場で活躍されている言語聴覚士の振り
返りの書としても活用できる内容となっていると確信している。
　言語聴覚士が主に接するのは，コミュニケーションや高次脳機能，嚥下などに障
害を抱える方々である。病院では「患者さん」と呼ばれるわけだが，来院以前は，
誰もが家庭や地域で生活を送る「生活者」であったことを忘れてはいけない。リハ
ビリテーションとは単なる機能訓練でなく，その目的は在宅復帰するまでを目指す
ものではない。リハビリテーションを終えて家庭に戻るときには，各々が役割をも
ち，その後の人生を「生活者」として満喫できるような支援を目指して，言語聴覚
士として成長を続けていただきたい。
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　社会保障制度の変革によってリハビリテーションの意義が誤解されつつある昨
今，全人的復権（障害のある人が身体的・精神的・社会的・職業的・経済的に能力
を発揮し，人間らしく生きる権利）を目指したリハビリテーションが展開できる人
材が現場に多く輩出されることを切に望んでいる。

　2023 年 12 月
� 内山量史・内山千鶴子・池田泰子・髙野麻美
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まえがき

　1997（平成9）年の言語聴覚士法制定により言語聴覚士が国家資格となって以来，
25 回の国家試験が実施され，2023（令和5）年現在約4万人の資格保有者が誕生
している。当初は，対象児・者への介入は言語室内で行われることが多く，他職種
からは「言語聴覚士は何をする人？」といわれることも少なくなかったと聞く。
　25 年とまだまだ歴史は浅いが，社会保障制度や人口構造の変化によって，言語
聴覚士を取り巻く環境は目まぐるしく変化してきた。医療現場や介護保険領域，障
害者福祉領域，学校教育現場で急速に言語聴覚士の需要が拡大し，成人領域の言語
聴覚療法においては急性期・回復期・生活期と，ライフステージ別での介入が主体
となるなど，働き方も大幅に変わった。
　言語聴覚士は主に「聞こえ」「ことば」「高次脳機能」「摂食嚥下」に障害のある
人を支援する専門職である。その活動は，医療専門職（医師，歯科医師，看護師，
理学療法士，作業療法士など），保健・福祉・教育専門職（ケースワーカー，介護
福祉士，介護支援専門員，公認心理師，教師など）と連携し，チームの一員として
行うことがほとんどである。
　言語聴覚士同士，さらには多職種との連携が重要なこの時代において，言語聴覚
士は，周辺の関連職種や，対象児・者や家族などから信頼されることが必要である。
　臨床現場では，知識や技術はもちろんのこと，観察力や想像力，対象児・者に的
確に伝えるための表現力や，何を伝えようとしているのかを推測する力も必要とさ
れる。そのためには，つねに冷静に人と接し適切な信頼関係を築くこと，対象児・
者の思いを受け止めることのできる，豊かな人間性が大切である。
　本書は，言語聴覚士の仕事に関する内容としてコミュニケーション，連携，職業
倫理，リスクマネジメント，研究の進め方，養成教育の在り方，言語聴覚士の社会
的活動など，「言語聴覚障害総論」として学ぶべき内容が簡潔にまとめられている。
言語聴覚士を目指す人が，最初に学ぶべき内容である。
　障害を負ってもその後の人生の質を高めようと大切な時間を言語聴覚士と歩んで
くれる対象児・者がいることを忘れず，どのような状況であっても対象児・者のニー
ズに合った言語聴覚療法を提供でき，対象児・者の心に寄り添える言語聴覚士に向
かって精進されることを期待している。

　2023 年 12 月
内山量史・鈴木真生
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Ⅰ 言語聴覚士とは何か
　言語聴覚士（ST）誕生までの歴史から，言語聴覚士法の解釈と言語聴
覚士が行う業務や専門性について理解を深めていく。対象児・者への介入
やチーム医療における多職種連携など，働く上で重要となる言語聴覚士の
資質について理解する。

�１�言語聴覚士の歴史

　日本における言語聴覚障害への取り組みは，明治時代における小児教育
に始まる。1878（明治11）年に京都盲
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Ⅰ．言語聴覚士とは何か

ST：speech-language-hearing�therapist

【本章で学ぶべきポイント】
言語聴覚士は，コミュニケーションや嚥下に問題がある人に専門的
サービスを提供する。
言語聴覚士法には対象や業務が明記されている。
言語聴覚士法の設立には長い歴史がある。
言語聴覚士は様々な分野での活躍が期待されている。

第１章
言語聴覚士の仕事



院
いん

が創設された。その後，1926（昭和元）年には尋常小学校に吃
きつ

音
おん

学級が，
1934（昭和9）年には難聴学級が設置された。当時の言語聴覚障害への取
り組みは難聴と吃音を主な対象とし，主として教育や福祉の分野で行われ
てきた。
　1949（昭和24）年の身体障害者福祉法の制定に基づき，1958（昭和33）
年には言語聴覚障害の最初の専門施設として国立ろうあ者更生指導所が開
設され，ろうあ者更生指導と言語聴覚障害児・者へのリハビリテーション

（以下，本項においてリハ）のための各種支援と活動が開始された。この
施設には言語訓練や聴能訓練を専門とする職種が設けられており，言語聴
覚障害児・者のリハとろうあ者更生指導への取り組みが開始された。同更
生指導所は1964（昭和39）年に国立聴力言語障害センターと名称を変更
し，1979（昭和54）年に国立身体障害者リハビリテーションセンターに統
合された。同センターはその後，2008（平成20）年に国立障害者リハビリ
テーションセンターへ改称され，現在に至っている。
　1961（昭和36）年の国民皆保険制度の実現は，医療体制の充実を推し進
める一方，人口の高齢化や障害者の増加をもたらし，リハの整備が必要と
なった。1963（昭和38）年，医療制度調査会のスピーチ・セラピストとオー
ジオロジストを含むリハ技術者の資格制度化が必要という答申を受け，理
学療法士（PT），作業療法士（OT）について定めた法律である，理学療
法士及び作業療法士法は高等学校卒業後3年課程での養成を基本に法案が
制定されたが，言語聴覚士は4年制大学での養成を推す声があり法案の検
討は進まなかった。1965（昭和40）年には，理学療法士及び作業療法士法
が公布された。
　法律の制定は見送られたが，1971（昭和46）年に国立聴力言語障害セン
ター附属の聴能言語専門職員養成所が4年制大学卒業者対象の1年課程と
して開設され，わが国初の体系的な言語聴覚士の養成が開始された。
　1975（昭和50）年には日本聴能言語士協会が発足し，4年制大学での資
格化推進に乗り出したが，高等学校卒業後3年の養成を唱える行政や関連
医学会との折衝は難航し，法制化の動きは再度中断された。
　1985（昭和60）年には，言語聴覚障害がある人への専門的サービスの普
及を優先とし，高等学校卒業後3年課程での資格制度を実現すべきとの考
えのもと，日本言語療法士協会が発足し活動を開始した。1987（昭和62）
年には大臣の指示で厚生省は検討会を新たに設置し，関係者の意見調整を
図ったが，言語聴覚士の業務領域を巡って教育か医療かなどの議論が起こ
り，またしても国会提出は見送られた。
　そのような中，日本耳鼻咽喉科学会，日本リハビリテーション医学会お
よび日本言語療法士協会は，現任言語聴覚士を対象とした講習会や認定試
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PT：physical�therapist　　OT：occupational�therapist



験等の活動を1988（昭和63）年に開始した。同年12月には医学・歯科医学
25団体から成る医療言語聴覚士資格制度推進協議会が結成され，資格化実
現に向けて養成校の設置基準の策定などを行い，言語聴覚士資格案を1994

（平成6）年までにまとめた。
　1990年代に入ると，介護，訪問看護を含むさまざまな施策が検討され始
めたが，これらに言語聴覚士は位置づけられていなかった。1995（平成7）
年，言語聴覚障害者８団体は関係各方面に言語聴覚士の法制化の早期実現
について要望書提出などの活動を行った。
　障害者団体，医療関係団体，養成校関係者などが早期の資格実現で一致
したことを受け，厚生省（現 厚生労働省）は1996（平成８）年に言語聴
覚士の資格化に関する懇談会を設置し，1997（平成9）年12月に言語聴覚
士法が成立し，1998（平成10）年9月1日に施行された（表1-1）。理学
療法士及び作業療法士法の制定から32年を経過しての実現であった1）-3）。
　1999（平成11）年に第1回国家試験が実施され，4,003名の言語聴覚士
が誕生した。

表1-1　言語聴覚士誕⽣までの歴史
1878（明治11）年 京都盲唖院にて聴覚障害教育への取り組みが開始
1926（昭和元）年 尋常小学校に吃音学級が設置
1934（昭和９）年 尋常小学校に難聴学級が設置

1958（昭和33）年 言語聴覚障害の最初の専門施設として，国立ろうあ者更生指導
所（後の国立聴力言語障害センター）が開設

1965（昭和40）年 理学療法士及び作業療法士法の公布

1971（昭和46）年 国立聴力言語障害センター附属の聴能言語専門職員養成所にて
言語聴覚士の養成が開始された

1975（昭和50）年 日本聴能言語士協会発足。4年制大学での資格化推進に乗り出
す

1985（昭和60）年 日本言語療法士協会発足。高校卒業後3年課程での資格制度実
現に向けて活動開始

1988（昭和63）年 医学・歯科医学25団体から成る医療言語聴覚士資格制度推進協
議会が結成

1995（平成７）年 言語聴覚障害者８団体は言語聴覚士の法制化の実現について要
望書提出

1996（平成８）年 厚生省は言語聴覚士の資格化に関する懇談会を設置
1997（平成９）年 言語聴覚士法成立
1998（平成10）年 言語聴覚士法施行
1999（平成11）年 第1回言語聴覚士国家試験の実施
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�２�言語聴覚士の仕事

　ことばによるコミュニケーションには言語，聴覚，発声・発音，認知な
どの各機能が関係しているが，病気や交通事故，発達上の問題などでこの
ような機能が損なわれることがある。言語聴覚士はことばによるコミュニ
ケーションに問題がある人に専門的サービスを提供し，自分らしい生活を
構築できるよう支援する専門職である。また，摂食嚥下の問題にも専門的
に対応する。
　ことばによるコミュニケーションの問題は脳卒中後の失語症，聴覚障害，
ことばの発達の遅れ，声や発音の障害，飲み込みの障害など多岐にわたる。
また，これらの問題は小児から高齢者まで幅広く現れる。言語聴覚士はこ
のような問題の本質や発現メカニズムを明らかにし，対処法を見出すため
に検査・評価を実施し，必要に応じて訓練，指導，助言，その他の援助を
行う専門職である。
　言語聴覚士の活動は医師・歯科医師・看護師・理学療法士・作業療法士
などの医療専門職，社会福祉士・介護福祉士・介護支援専門員などの保健・
福祉専門職，教師，心理専門職などと連携し，チームの一員として行われ
る4）。

�３�言語聴覚士法について

　言語聴覚士法は，障害者団体をはじめ多くの医療関連団体の協力により
1997（平成9）年12月19日に制定され，1998（平成10）年9月1日に施行
された。
　言語聴覚士が業として行う行為は言語聴覚士法で規定され，さらに行為
の一部は厚生労働省令の言語聴覚士法施行規則（第3章業務）に示されて
いる5）。

１）言語聴覚士の目的
（目的）
第一条　この法律は，言語聴覚士の資格を定めるとともに，その業務が適正
に運用されるように規律し，もって医療の普及及び向上に寄与することを目
的とする。

　言語聴覚士の目的は，医療の普及及び向上に寄与することである。対象
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嚥下訓練
食べ物を飲み込んで口から胃へ
と運ぶ一連の動作のことを嚥下
という。嚥下訓練とは食べる機
能の維持や向上を目的とした訓
練のことをさす。

人工内耳
人工内耳は蝸牛（音の情報を電
気信号に変える器官）の代わり
に音を電気信号に変換して直接
神経を刺激し，脳へ電気信号を
送る装置のこと。

児・者への質の高い言語聴覚療法の提供のために，言語聴覚士法が制定さ
れた。

２）言語聴覚士の定義
（定義）
第二条　この法律で「言語聴覚士」とは，厚生労働大臣の免許を受けて，言
語聴覚士の名称を用いて，音声機能，言語機能又は聴覚に障害のある者につ
いてその機能の維持向上を図るため，言語訓練その他の訓練，これに必要な
検査及び助言，指導その他の援助を行うことを業とする者をいう。

　言語聴覚士という名称を名乗るためには，言語聴覚士国家試験に合格し，
厚生労働大臣の免許を受けなければならない。対象児・者は「音声機能，
言語機能又は聴覚に障害のある者」とされ，「機能の維持向上を図るため，
言語訓練その他の訓練，これに必要な検査及び助言，指導その他の援助を
行うこと」と定められている。
　第2条の定義に「医師又は歯科医師の指示の下」という「指示規定」が
かけられていないのが，理学療法士及び作業療法士法とは異なる部分であ
る。

３）言語聴覚士の業務
（業務）
第四十二条　言語聴覚士は，保健師助産師看護師法（昭和二十三年法律第二
百三号）第三十一条第一項及び第三十二条の規定にかかわらず，診療の補助
として，医師又は歯科医師の指示の下に，嚥

えん

下訓練，人工内耳の調整その他
厚生労働省令で定める行為を行うことを業とすることができる。

　言語聴覚士が行う診療の補助行為としての業務については，医師，歯科
医師の指示が必要である。第42条では嚥下訓練，人工内耳の調整が明記さ
れているが，この他にも厚生労働省令で定める行為についても医師，歯科
医師の指示が必要である。
　言語聴覚士法第42条第1項の厚生労働省令で定める行為（言語聴覚士法
施行規則第22条）を表1-2に示す。
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